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17 その他 
 
１． 震災対応業務にかかる課題（全区共通課題）への対応策について（抜粋） 
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２．  道路・橋梁等の耐震化及び応急対策（本市、高速道）等 
（１）道路・橋梁の耐震化及び応急対策 

道路・橋梁は、平常時には人や車の通行路、物資の輸送路、ライフライン施設・地下鉄な
どの公共公益施設の受入や緑化の空間など多様な役割を担っている。また、震災時には避
難・救援活動を支える避難路や緊急交通路、火災の延焼を抑える防災空間などの役割を果た
す。このため、道路の新設・拡幅による良好な道路網の形成や道路構造物の耐震化などの整
備を実施する。 
ア 耐震対策 

避難路、緊急交通路などに架かる橋梁について、橋脚補強、落橋防止、桁の連続化など
の耐震対策を、また、橋梁を含むその他の道路構造物についても補修を推進している。 

イ 道路の点検 
道路管理者（港湾管理者）（以下、トンネル部管理者も含む）は、速やかに道路パトロ

－ル等による点検を実施し、また関係機関等からの通報を受け、道路の被災箇所（陥没、
隆起、亀裂、橋梁の損壊等）や通行障害箇所等の発見に努める。 

ウ 応急対策 
（ア）応急対策は、次の内容により実施する。 

① 災害発生直後、関係機関と相互に緊密な情報交換を行うとともに、被害状況等の情報を収
集し、市本部へ報告する。 

② 被災箇所を発見したときは、直ちに所轄警察に連絡のうえ、道路利用者の安全を確保する
ため、通行止め等の交通規制を行う。 

③ トンネル部管理者は、利用者の避難誘導を行うとともに、迅速かつ的確な対応を行い、消
防機関に協力するものとする。 

④ 道路管理者（港湾管理者）は、道路への危険物の流出が認められたときには、関係機関と
協力し、速やかに通行止め等の安全確保のための措置を行う。 

⑤ 被災箇所では、被害の拡大防止や通行路の確保のため、速やかに応急措置や仮復旧工事等
の応急対策を実施する。 

⑥ トンネル部管理者は、車両火災等により発生する煙の排出を行うとともにトンネル内の温
度上昇に伴い、二次災害の恐れのある場合は、消防機関等と連携し、適切な消化・冷却措
置を行う。 

（イ）応急対策の体制は、次の内容により実施する。 
① 道路管理者（港湾管理者）は、災害発生後速やかに、災害の拡大防止のために必要な措

置を講じるものとする。 
② 道路管理者（港湾管理者）は、埋設企業体等と連携して応急対策を行うとともに、必要

に応じて協力業者等への協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足するときは、応
援要請を市本部に依頼する。 

③ 地震時等の災害時において、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、道路・
橋梁施設の調査や応急対策等の災害支援対策として各種団体と下記の協定を締結してい
るので、活用する。 
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  

締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  
一般社団法人 大阪建設業協会 

・災害時における調査等の相互協力に関する協定 
締結相手：公益社団法人 土木学会関西支部 

・災害時における大阪市管理橋梁の応急対策業務に関する協定 
締結相手：一般社団法人 日本橋梁建設協会 

 
 
（２）高速道路の耐震化及び応急対策（阪神高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社） 

阪神・淡路大震災では、高架部分の橋脚の倒壊、橋桁落下等の甚大な被害が発生し、周辺
道路へ与える二次災害も大きなものであった。 

震災時において、そのような被害が発生し救援・救護、復旧活動の支障とならないよう既
設の橋梁、高架部に対し耐震診断を行い、その結果に基づき、耐震補強、落橋防止対策等を
行っていく。 
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ア 耐震対策 
阪神・淡路大震災の結果を踏まえた国土交通省の「橋、高架の道路等の新設及び補強

に係わる当面の措置について」及び平成８年11月改訂の道路橋示方書に基づき、主に以
下に示す耐震補強工事を行っている。 
① 橋脚補強工事 
② 落橋防止装置改良工事 

   ③ 支承取替工事 
④ 橋脚連続化工事 

イ 災害警備体制の確立 
阪神高速道路及び近畿自動車道の災害時における交通を確保し、当該道路が災害時に

おいても都市高速道路としての社会的役割を果たすべく体制の整備に努める。 
① 地震計の追加設置 
② 防災中枢機能の強化及び非常時の参集体制の強化 
③ 各種施設による車両通行機能の強化及び避難誘導計画等の 

整備 
④ 道路通行規制の実施基準の整備、防災知識の普及 
⑤ 収集・観測機器、通信手段、情報提供施設等の整備 
⑥ 人員・資機材及び物資の確保、各種資料の整備保全 
⑦ 総合防災施設の整備 
⑧ 広域的な応援体制の確保 
⑨ 防災教育、制度等の整備 

ウ 応急対策 
応急対策は、災害時における交通の混雑を防止し、高速道路等に被害が発生した場合に

おける応急、復旧措置を迅速・的確に行う。 

（ア）災害対策本部の設置 
高速道路等に地震による大規模な被害が発生、又は発生のおそれがあるときに、災害

対策本部を設置する。 
阪神高速道路株式会社にあっては、本社に災害対策本部を、管理部及び建設部等に現

地推進本部を設置する。西日本高速道路株式会社にあっては、関西支社に災害対策本部
を設置する。 
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（イ）災害対策本部の組織 
本部の組織は、次のとおりとする。 
 

災害対策本部（本社） 

本部会議 
＜本部長＞ 
社長 
 
＜副本部長＞ 
保全交通担当執行役員 
 
＜本部員＞ 
全役員、本社全部室長、建設企画部長、用地センター長、防災・危機管理室長 

＜実施班＞ 
全体統括、総務班、広報班、営業班、保全交通班、建設班、事業計画班 

 
 

 
 

 
図 阪神高速道路株式会社 組織図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現地推進本部 

（管理本部） 

 現地推進本部 

（建設部） 

本部会議 
＜本部長＞ 
管理本部長又は管理
本部担当執行役員 
 
＜本部長代行＞ 
管理部長 
 
＜副本部長＞ 
管理企画部長 
保全部長 

本部会議 
＜本部長＞ 
建設部長 
 
＜副本部長＞ 
企画担当部長 

＜実施班＞ 
総務班 
営業班 
保全交通班 

＜実施班＞ 
総務班 
建設班 


